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矯正システムの可視化による社会的包摂促進の検討
―喜連川社会復帰促進センターに対する近隣住民の意識調査―

１）
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The promotion of social inclusion by transparentizing social systems:
the survey of the residents for Kitsuregawa Rehabilitation Program Center

Yumiko KAMISE（Faculty of Psychology, Rissho University）

問　題

　本研究は、栃木県さくら市における「官民協働刑務
所」の開設に注目し、矯正に関する新たな社会システ
ムの導入が地域住民にどのような形で可視化されたの
かについて、 ２ つの調査を行った。本稿では調査に関
する基礎的資料として、可視化の現状と住民の抵抗感
の変化、および基本属性との関連分析した結果を報告
する。
社会的包摂とシステムの可視化
　「社会的包摂」は、社会から排除されている人々を社
会の一員として受け入れ問題解決を図るべきとする社
会福祉政策の新しい理念である（二飯田，２007）。社会
政策に関する研究では，「一般市民に情報が開かれてお
り，政府の法規や決定が明瞭であること」（Asian�Devel-
opment� Bank,� 1995）を transparency（透明性 ・ 可視
性）と呼び，民主主義的な政府に求められるものとし
てきた（Hood,�２006）。既存研究からは、行政における
transparency の上昇が、政府に対する信頼性の向上に
つながることが明らかになっている（例えば Grimme-
likhuijsen,�２009）。わが国で行なわれた事例研究でも、
行政活動の透明性が高まることで、住民の政策に対す
る必要性の認識や、信頼性の上昇、賛同度の上昇が生
じたことが確認されている（金，２014；青木，２010）。
　従って、社会福祉政策のひとつとして社会的包摂を

促進させるためには、行政活動が一般の市民に広く認
知され内容が理解されること、すなわち高い transpar-
ency が有効と考えられる。本研究では政策に関する決
定プロセス ・ 趣意 ・ 遂行の情報が市民に分かりやすく
開示され、その情報の理解が促進される過程を社会シ
ステムの可視化（transparentizing�social�systems）と
表現し、社会的包摂を促進させる政策においても留意
すべき事項と位置づける。
官民協働刑務所開設の背景
　本研究では、可視化された社会システムのひとつと
して、「官民協働刑務所」を位置づけ、その開設による
市民の意識変化に焦点をあてる。
　２007年、国は新しい刑事政策として「官民協働（PFI：
Private� Finance� Initiative）刑務所」をスタートさせ
た。日本の刑務所はこれまで主として公務員が刑務所
運営を担ってきたが、官民協働刑務所は公務員である
刑務官と民間人の職員が協働する新しい形の刑務所で
ある。官民協働刑務所は「国民に理解され、支えられ
る刑務所」を整備するという基本理念をもち、国民 ・
地域との共生による運営を目指している。そして地元
住民の雇用や地元生産物の使用といった試みにより、
従来の一般刑務所とは異なる迷惑施設からの脱却を図っ
ている。従来型の刑務所と比べて施設に対する住民の
直接的接触が多い点も特徴的である（島根県立大学PFI
研究会，２009；西田，２01２）。このような特徴をふまえ
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ると、官民協働刑務所は，矯正に関連する社会システ
ムの可視化を試みた事例と位置づけられ、従来の一般
刑務所とは一線を画す新たな施設といえる。
　また、官民協働刑務所は，その理念の中に社会的包
摂を含有している。当該の各施設では、受刑者に対し
資格取得などの教育や出所後の就労支援を行い、出所
者の社会復帰のサポートを積極的に行なっていること
も，一般刑務所とは異なる新たな特徴である。
官民協働刑務所開設による住民意識の変化
　官民協働刑務所の効果については、これまでいくつ
かの研究が行われてきた。例えば金野（２013）は、島
根県浜田市に官民協働刑務所（島根あさひ社会復帰促
進センター）が出来たことの経済効果を、経済波及効
果 ・ 税収増加効果 ・ 雇用創出効果の 3 側面から分析し
ている。その結果、金額的な経済波及効果は年間およ
そ２0億円、雇用創出効果は4２8人と算出されている。さ
らに官民協働刑務所は契約期間継続するため、地元経
済の活性化には長期にわたる効果があると分析されて
いる。ただし金野（２013）によれば、これらの経済的
効果は住民に十分認識されておらず、刑務所誘致の成
果が地元でアピールしきれていないことが問題のひと
つとなっている。
　一方、上瀬ら（上瀬，２013；上瀬 ・ 高橋 ・ 矢野，
２010；髙橋 ・ 上瀬 ・ 矢野，２010）では、官民協働刑務
所が住民に与えた心理的効果が分析されている。上瀬
ら（２010）および髙橋ら（２010）は、官民協働刑務所
の第 1 号である美袮社会復帰促進センターに注目し、
近隣住民に意識調査を行った。その結果、官民協働刑
務所開設は住民の97％に認知されていた。また当初地
元に施設が出来ることに抵抗を感じたとするもの（抵
抗有群）がおよそ半数であったが、開設から 3 年を経
た調査時点の抵抗有群はおよそ10％程度と大幅に減少
していた。一方、上瀬（２013）では、島根あさひ社会
復帰促進センターの住民調査を行っている。島根あさ
ひにおいても、近隣住民の98％がセンターを認知して
おり、開設前にはおよそ半数であった抵抗有群が、開
設から 3 年を経ておよそ10％程度へ減少していた。従
来型の一般刑務所近隣住民への調査が行なわれていな
いため正確な比較はできないが、美祢あるいは島根あ
さひでの調査結果からは、官民協働刑務所が基本理念
として掲げた「国民に理解される」点において、官民
協働刑務所が一定の成果を上げていることが示唆され
ている。
　ただし、上瀬ら（２010）あるいは上瀬（２013）が行
なった上記 ２ 施設はいずれも、地元が刑務所を誘致し
て開設に至った経緯があり、施設に対する認知度を含
めて可視化への取り組みは開始前から高かった可能性
がある。また、地元誘致された土地では、開始前から

施設への態度が肯定的であり、このことが施設に対す
る肯定的な態度変容を促進させていた可能性も考えら
れる。そこで本研究では、一般の刑務所のあった場所
に国が官民協働刑務所を開設した事例（栃木県さくら
市の喜連川社会復帰促進センター）に注目し、地元誘
致ではない形で開設された刑務所においても、美祢あ
るいは島根あさひと同様に、可視化が進んだのか、ま
た住民の施設に対する抵抗感が低減したのか、現状把
握をすることを目的とする。この目的に沿い、上瀬ら

（２010）および上瀬（２013）の調査手続きに沿った形
で、当該地域で住民調査を実施する。ただし当該地域
は地元誘致ではないことから、従来の ２ 地域とは異な
る意識がもたれていることも予測される。このため、
本研究では、まず研究 1 として近隣居住者に半構造化
面接を行い、地域の特徴を明らかにすることとした。
さらにこの結果をふまえ、研究 ２ として、上瀬ら（２010）
および上瀬（２013）の調査項目を一部修正する形で、
住民意識調査の項目を作成し、住民調査を実施した。

研究 １

目　的

　喜連川社会復帰促進センター近隣住民に質問紙調査
を実施するにあたり、当地域の中でセンターがどのよ
うに認識されているのか、地域特性を明らかにする必
要がある。研究 1 では、近隣居住者に半構造化された
面接調査を実施し、地域おける刑務所の位置づけや、
開設前後の地域の変化などを尋ね現状把握を試みた。

方　法

面接対象者
　喜連川社会復帰促進センターに依頼をし、面接対象
者として当地に長く住んでいる住民から男性 4 名と女
性 1 名を紹介してもらった。全員が60歳以上で、セン
ター近隣地域に居住していた。
質問項目
　主な質問項目は以下の通りである。
・�属性（居住地域 ・ 年代 ・ 家族構成 ・ 職業と地域での

役割など）
・�さくら市での生活（地域の特徴や歴史など）
・�社会復帰促進センターについての認知内容（認知度 ・

認知内容 ・ 周囲の人とセンターの関わり）
・�センター開設前のセンターに対する考え方（センター

開設について知った時期や経緯、知った当初の考え）
・�開設前の住民説明会について（参加度、周囲の人々

の態度など）
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・�現在のセンターに対する考え（変化の実感、センター
に対する要望など）

・�受刑者や出所者に対する自身の考え方
調査方法
　上記質問項目について、半構造化された形で面接を
実施した。 1 名については自宅にて個別に、 4 名につ
いてはセンター内の会議室にてグループ面接の形で意
見をうかがった。面接時間は、個別面接が60分、グルー
プ面接がおよそ90分であった。対象者には研究の目的
を説明した上で、面接調査を開始した。参加者了解の
下で録音し、後日テープ起こしを行なった。

結果 ・ 考察

地域特性とセンター開設の経緯
　当地には平成11年（1999年）まで、黒羽刑務所の喜
連川刑務支所があった。この支所は、昭和30年代に開
設され、開放的な処遇が可能な受刑者に対し、農業、
園芸などの職業訓練や大型建設機械の運転免許取得の
ための実技講習を行なっていたことが特徴であった。
地元では「喜連川農業土木学園」と呼ばれており、施
設外で農作業を行なう受刑者の姿を、住民が目にする
機会も多々あったことがわかった。
　面接の中では、しばしば喜連川刑務支所と同時期に
開設された、喜連川少年院のことも話題に上った（少
年院は現在も継続して開設されている）。以前は、週末
に少年院施設内の中のプールが地元住民に開放されて
おり、利用していた当時の様子が話題にのぼった。昔
は施設から逃げ出した子どもを職員が探すような出来
事も何回かあったようだが、全体を通して、喜連川少
年院は面接対象者にとって心理的距離の近い施設であっ
たことがうかがわれた。
　上記のように、開放的処遇の刑務所が地元にあった
こと、少年院の施設が一部地元に開放されていたこと
などは、喜連川地区の特徴といえる。面接対象者から
は、「そういう施設を受け入れて来た町なもんですか
ら、それが大きくなっても（喜連川社会復帰促進セン
ターが開設されることになっても）あんまり抵抗はな
かったんじゃないかなと思う」、「センター開設に対す
る反対は聞かなかった」との意見が出された。
事前の期待と現在の評価
　前述のように、浜田市における官民協働刑務所の経
済効果を調べた今野（２013）は、経済効果が実際には
大きいにもかかわらず、その実感が地元住民には強く
ないことを問題として指摘していた。一方、同地区の
住民調査を行なった上瀬（２013）では、人口増加といっ
た側面では住民が地域の変化を意識していたことを明
らかにしている。

　今回の喜連川においては、面接対象者からは、開設
前の期待として「人口が増えると交付税などが違うか
ら、旧喜連川町としては期待していた部分があった」

「町としては、刑務官の家族が来てくれて、人口が増え
ることを望んでいた」という意見が聞かれ、誘致型の
２ 地域と同様に、地域経済の活性化および住民の人口
増加が期待されていたことが示された。その効果につ
いては、「実際に人口は増えている」「祭りが活発になっ
た」など、変化が一部実感されており、このことは美
祢や島根あさひと類似している。ただし経済的に潤っ
たとの実感の話しは出ず、この点において変化は強く
感じられていないことがうかがわれた。
民間職員について
　民間職員が刑務所の中で働くこと自体については、
肯定的に捉えられていた。「民間の人が中で働くことに
ついては不安はない」「公務員だけだと、視野が狭まっ
ちゃうことがあるので、民間職員がいると違うものの
考え方とかやり方とか、入ってくるのですごくよい」「刑
務官が行なう本来の仕事の他に、食事の準備や受付な
ど民間の人がやれることはある」との意見が出された。
　民間職員の知り合いがいるか否かについては、シル
バー人材センターに所属する地元の人が、センターの
仕事を請け負って清掃や食堂の仕事をしていることや、
民間職員として事務の仕事をしている知人の例があげ
られた。雇用に対する関心は高いが、その期待に比し
て実際に中で働ける人は少ない（雇用の恩恵は大きく
ない）と考えられていることがうかがわれた。
施設に対する不安 ・ 期待 ・ 要望
　不安については「何かあったら怖い」と思うものの、

「成績優秀とか軽度の方が入ると聞いている」との発言
がみられた。この状況は「土木学園の時と同様」で、
その当時も大きな問題は起きなかったことから、刑務
所開設を知ってもとても強い不安を感じたわけではな
かったことが語られた。土木学園の時は、受刑者が外
で作業することも多く見受けられたので、「現在の方が
むしろ塀がある」といった発言もあった。
可視化のあり方
　面接対象者の中に開設前の説明会に参加した人はい
なかった。開設について知った経緯については、「役所
の別の会議で開設されることを知った」「施設が出来る
旨を知らせる回覧板がまわって来た」とのことであっ
た。美祢や島根あさひでは、地域住民への開設前説明
会が頻繁に実施されていたことと比較すると、地元誘
致ではなく国の土地に刑務所が新たに開設された当地
では、官民協働刑務所であっても事前の説明はあまり
行なわれなかったことがうかがわれた。官民協働刑務
所であるということについても、上記の話題が出た際
に民間職員が働くことなどが書かれていたとの話題が
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でる程度で、事前に知識をもつ機会は少なかったよう
だ。また、開設前は、食材を地元からできるだけ調達
するという話もあり、一部では生産者達が協力し合う
計画も聞かれたが、現在はどうなっているか分からな
いとの発言があった。美祢や島根あさひと同様に、地
元企業や生産者の中でのコンソーシアムは機能しにく
いことが示唆されている。
　現在のかかわりについては、運動会等でかかわって
いるものが 1 名、見学等で訪問したことがあるものが
1 名、入ったことがないものは 3 名であった。「社会復
帰促進センター」という名前によって、一般の刑務所
とは印象が異なるため、若い人は刑務所だと知らない
かもしれないとの意見がみられた。また、昔の「土木
学園」の頃を知っている人と、知らない人とではイメー
ジが異なり、世代差があるだろうとの意見も出された。
　センターに対する要望を尋ねた際には、「苦情はない
が、もっと地域のみんなに知ってもらった方がいいか
な」と可視化推進への要望が聞かれた。同時に、「（地
域のイベント開催時に刑務所）職員の方に手伝っても
らって助かった。もっと職員と地域の人が交流する機
会があると良い」など共存のための具体的な提案もな
された。また様々なボランティア活動を通して、受刑
者の社会復帰を手助けしたいと話す面接対象者もおら
れた。
まとめ
　面接調査を通して、喜連川地域は、同じ場所に以前
従来型の刑務所が開設されていたこと、かつそこで開
放的処遇が行なわれていたという点で、特殊な地域で
あることがわかった。このことが、喜連川社会復帰促
進センターにおける住民意識を、誘致型官民協働刑務
所の近隣住民意識とは分ける要因となっていることが
改めて確認された。面接結果からは、開設前の抵抗感
はこれまでの ２ 地域と比較して低かった様子が示唆さ
れた。しかし可視化の程度については、誘致型と比較
して説明会への参加度の低さなどから、十分進んでい
ないこともうかがわれた。ただしこれは限られた住民
に対する面接調査から得られた推察にとどまっている
ため、可視化の程度やセンターに対する抵抗感につい
ては、多くの住民に尋ねてそれを量的に検討すること
が求められる。
　また、上記のように以前にあった開放的処遇の刑務
所が現在のセンターに対する態度に影響を及ぼしてい
ることが示唆されているが、同施設は平成11年に廃庁
となっている。このことから、農業土木学園が開設さ
れていた時期のことを知っている世代と、知らない世
代との間では、センターに対する態度が異なることも
予測される。さらに、喜連川地域では、古くからの喜
連川、鷲宿といった地域とは離れた地域に、「桜ヶ丘」

「フィオーレ」という新興の住宅地域が広がっている。
これらの新興地域のことについて面接で話題はほとん
ど出ていない。予め質問内容として設定されていなかっ
たことも関係しているが、もし新旧住民間の交流が、
旧地域住民間での交流と比して活発ではないなら、振
興地区の住民は同地にかつて開放的処遇の刑務所があっ
たことを知らず、旧住民の間のセンターに対する態度
に差異が生じている可能性も考えられる。このため、
研究 ２ において、可視化の現状や抵抗感の変化を量的
に分析する際には、回答者の性や年代といった基本的
属性に加え、地域別の差も検討することとした。

研究 ２

目　的

　研究 1 の結果をふまえ、喜連川社会復帰促進センター
の可視化に対する住民の態度、および態度変容につい
て量的に測定することを目的とする。その際、性 ・ 年
代 ・ 居住地域別の差異を併せて検討する。

方　法

調査方法
　調査地域は喜連川社会復帰促進センターのある栃木
県さくら市の葛城 ・ 喜連川 ・ 鷲宿 ・ 小入 ・ 早乙女 ・ 桜ヶ
丘 ・ フィオーレ ・ 梨木地区である。さくら市の行政区
長を通じて、対象地域全ての世帯に、調査票（世帯主
用と配偶者用）および返送用封筒の入った封筒を配布
した（配偶者がいない場合は白票を返送するよう求め
た）。調査実施期間は２015年 ２ 月～ 3 月である。配布数
は２485世帯である。回収率（分母は配布票（配布世帯
数× ２ ）から白票をひいた数、分子は回収票数から白
票をひいた数）は35.２％であった

２）

。本報告では、回答
不備があったものと現在国職員である（あった）もの
の回答を除く計1610票を分析対象とした

３）

。
回答者の属性
　回答者の内訳は以下の通りである。
性別：男性46.1％　女性48.1％　未記入5.7％
世帯主：59.5％　配偶者40.5％
年代：２0代0.7％　30代4.8％　40代8.8％　50代２0.7％　
60代34.6％　70代以上２6.5％　未記入3.8％
地域：葛城10.２％　喜連川44.8％　鷲宿9.3％　小入1.7％　
早乙女5.3％　桜ヶ丘6.1％　フィオーレ15.7％　梨木
1.２％　その他 ・ 無記入5.8％
分析項目
　調査では、回答者の属性のほか、センターに対する
態度や社会意識について尋ねているが、本報告ではこ



� 55

上瀬：矯正システムの可視化による社会的包摂促進の検討

のうちセンターの可視化に関連する以下の項目を分析
対象とした。なお、官民協働刑務所はどの施設も「社
会復帰促進センター」という名称で呼ばれているため、
調査票でも当該施設は「社会復帰促進センター」と表
記した。
センターに対する認知度　喜連川地区に「社会復帰促
進センター」という国の施設の名前があることを知って
いるか、「知っている」「知らない」の ２ 件法で尋ねた。
認知内容　「喜連川社会復帰促進センター」についてど
のようなことを知っているか、「刑務所である」「民間
の警備員が中で働いている」など10項目をあげ、あて
はまるもの全てを選択するよう求めた。
センター開設について知った時期　施設が開設された
２007年10月以前から喜連川地区に居住していたかを尋
ね、開設前から居住していたものについては知った時
期を尋ねた。回答は「２005年より前」「２005～２006年頃

（開設工事が行なわれている頃）」「２007年頃（開設準備
が行なわれている頃）」「２007年10月以降（センター開
設後）」「覚えていない」のうち、最も近いものひとつ
を選択するよう求めた。
開設前抵抗感　施設が開設された２007年10月以前から
喜連川地区に居住していたものに対して、地区に社会
復帰促進センターが開設される話を聞いた時にどのよ
うに感じたかを「強い抵抗を感じた」から「全く抵抗
を感じなかった」の 4 件法で回答を求めた。
開設後抵抗感　喜連川地区に「社会復帰促進センター」
があることについて、現在どのように感じているかを
尋ね、「強い抵抗を感じる」から「全く抵抗を感じな
い」の 4 件法で回答を求めた。
説明会への参加　センター開設前に、自身や家族が「地
元住民に対する説明会」に参加したか尋ね、「自分」

「配偶者」「配偶者以外の家族」「家族の中に参加した人
はいない」のうちあてはまるものすべてを選択するよ
う求めた。
行政による事前説明の評価 ・ 理解度　センター開設ま
での市役所やセンター（国）の対応についてどのよう
に感じたかについて、「市役所から住民に対し、事前の
説明が十分行なわれた」「センターから住民に対し、事
前の説明が十分行なわれた」「私はセンターがどのよう
な場所か、開設前に理解できていた」の 3 項目を提示
し、それぞれについて「そう思う」から「そう思わな
い」の 4 件法で回答を求めた。
仕事やボランティアを通した接触　自身がセンターに
関わる仕事や活動をしているかについて、「センターの
中で『民間の職員（正社員 ・ パート）』として働いてい
る ・ 働いていた」「センターの中で、『教育やボランィ
ア活動』をしている ・ していた」などの 6 項目をあげ、
あてはまるもの全てを選択するよう求めた。

直接的接触 ・ 間接的接触　　センターが開設されてか
ら現在までにしたこととして、「センターに関する，住
民向けの広報を読んだ」「センターの中を見学した」

「センター内の食堂や武道場を利用した」「美祢矯正展
に行った」「新聞 ・ テレビ ・ 雑誌などでセンターについ
てのニュースをみた」の 5 つをあげ、あてはまるもの
全てを選択するよう求めた。
施設外での対人接触　　家族や知り合いがセンターに
関わる仕事や活動をしているかについて，「知り合いが
センターの中で『公務員』として働いている ・ 働いて
いた」「知り合いがセンターの中で『民間の職員』とし
て働いている ・ 働いていた」などの 6 項目をあげ，あ
てはまるもの全てを選択するよう求めた。

結　果

１ ．センターに対する認知度と認知内容
　「喜連川社会復帰促進センターがあることを知ってい
る」と回答したものは全体の91％であった。さらにこ
の認知度が、属性によって異なるか検討した。ここで
属性については、性別を男性 ・ 女性の ２ カテゴリー、
年代を30代以下 ・ 40代 ・ 50代 ・ 60代 ・ 70代以上の 6 カ
テゴリー、地域を葛城 ・ 喜連川 ・ 鷲宿 ・ 早乙女 ・ 桜ヶ
丘 ・ フィオーレの 6 カテゴリーに分けて、カテゴリー
間の比較を行った（Table 1 ）

４）

。その結果、年代、性別
による認知度の差は有意ではなかったが、地域の差が
有意であり残差分析の結果、1 ％水準で喜連川の方が、
桜ヶ丘よりも認知度が高かった。
　さらに、センターに対する認知内容について検討し
た結果、Table ２ に示すようになった。全体でみると、

「刑務所である」ことを知っていたのは約 9 割であっ
た。「年に 1 回、矯正展を実施している」が約 7 割、

「年に 1 回、見学会を実施している」が約 4 割と、イベ
ントの認知度も高い。「旧黒羽刑務所支所（旧土木学
園）の跡地にたてられた」こともおよそ 6 割の人に認
知されていた。「民間の警備員が中で働いている」「民
間会社の人も受刑者に教育 ・ 訓練を行なっている」は
3 ～ 5 割の認知であるが、美祢や島根あさひにおいて
は両項目の肯定率が 6 ～ 7 割程度であったことと比較
すると、値は低めである。「犯罪傾向が進んでいない人
を収容している」は 4 割弱、「身体が不自由な受刑者の
ための施設がある」は 1 割と、内部の様子について知
識を持っているものも少なかった。
　属性別に回答を比較すると、まず性別では、「民間の
警備員が中で働いている」「犯罪傾向が進んでいない人
を収容している」「旧黒羽刑務所支所の跡地にたてられ
た」といった内部の情報については男性の認知度が
高かった。女性では「年に 1 回、矯正展を実施してい
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る」が高かった。年代別にみると、「刑務所である」
「民間の警備員が中で働いている」「年に 1 回、見学会
を実施している」などは70代以上の認知が低かった。

「跡地にたてられた」ことについては、60代の認知度が
高かった。地域別の差は少ないが、施設に最も近い喜
連川地区では「見学会」「矯正展」に対する認知が高め
であった。
センター開設について知った時期
　喜連川社会復帰促進センターが開設される前から地
区に住んでいたと回答したもの（全体の87％）に、開設
についてはじめて知ったのはおおよそいつ頃かを尋ねた

（Table 3 ）。全体でみると、「２005年～２006年頃（市で
のセンター建設が発表され、建設工事が行われている
頃）」が約 5 割を占め、次いで「２005年より前」が 3 割
弱であった。全体のおよそ 8 割弱が、開設準備前から
センター開設を認知していたことが明らかとなった。
　属性による差は Table 3 に示す通りである。性別に
みると、男性の方が女性よりも早く開設を知っていた
ことが示されている。年代別にみると、50代 ・ 60代は
開設前から知っていた割合が高かった。
　地域別にみると、桜ヶ丘、フィオーレといった新興
地域では建設工事完了後あるいは開設後に知ったもの
が多かった。

Table １ 　喜連川社会復帰促進センターに対する認知度
N 認知度（％）

全体 1604 91.２

性別 男性 675 91.5
女性 705 91.1
χ２（1）＝ 0.07

年代別 30代以下 76 86.4
40代 131 9２.3
50代 300 90.1
60代 509 91.7
70代以上 391 9２
χ ２（4）＝ 3.78

地域別 葛城 149 91.4
喜連川 67２ 93.3 ↓
鷲宿 13２ 88.6
早乙女 76 90.5 ↑
桜ヶ丘 78 79.6
フィオーレ ２30 91.3
χ ２（5）＝ ２1.87　**

注）�**�p<.01
　　�残差分析の結果 5 ％水準で割合が高かったも

のに↑を低かったものに↓を記している。

Table ２ 　センターに対する認知内容（％）

N
刑務所
である

民間の警
備員が働
いている

犯罪傾向
が進んで
いない人
を収容し
ている

身体が不
自由な受
刑者のた
めの施設
がある

民間会社
の人も、受
刑者に教
育 ・ 訓練
を行なう

年に 1 回
矯正展を
実施

年に 1 回
見学会を
実施

旧黒羽刑
務所支所
の跡地に
建てられ
た

近くに喜
連川少年
院がある

この中に
知ってい
ることは
ない

全体 1604 89.9 5２.6 36.3 13.1 3２.２ 67.1 38.8 57.9 88.6 0.7

性別 男性 667 90.7 58.5 ↑ 39.9 ↑ 13.２ 33.3 63.1 ↓ 41.8 6２.4 ↑ 88.8 0.9
女性 69２ 89.7 47.8 ↓ 34.0 ↓ 13.２ 31.6 71.4 ↑ 46.4 53.8 ↓ 89.7 0.1

χ ２（1）＝ 0.36 15.43 *** 5.1２ * 0.00 0.4２ 10.56 ** ２.86 10.34 ** 0.34 3.78

年代別 30代以下 76 89.5 56.6 39.5 ２3.7 ↑ 30.3 64.5 30.3 ↓ ２5.0 ↓ 86.8 1.3
40代 1２9 97.7 ↑ 58.1 31.0 13.２ ２7.1 64.3 41.9 4２.6 ↓ 84.5 0.0
50代 ２98 9２.3 61.7 ↑ 3２.6 17.4 ↑ 36.9 66.8 41.3 61.4 89.6 0.0
60代 501 89.6 51.9 37.5 11.0 ↓ 31.3 67.7 41.9 63.9 ↑ 88.6 0.8
70代以上 381 86.4 ↓ 45.4 ↓ 40.7 11.3 3２.8 68.5 5２.8 ↑ 58.3 91.3 0.5

χ ２（4）＝ 15.95 *** 19.97 *** 6.99 15.18 ** 4.84 1.10 19.68 *** 54.84 *** 5.37 4.0２

地域別 葛城 146 90.4 58.9 3２.２ 16.4 36.3 66.4 43.２ 67.8 ↑ 87.0 1.4
喜連川 661 90.２ 5２.5 36.8 15.1 31.9 70.２ ↑ 47.4 ↑ 65.5 ↑ 89.1 0.5
鷲宿 130 90.0 50.0 33.8 9.２ 36.２ 66.9 44.6 77.7 ↑ 91.5 0.0
早乙女 74 89.２ 48.6 36.5 10.8 ２9.7 60.8 36.5 59.5 86.5 0.0
桜ヶ丘 78 85.9 35.9 ↓ 33.3 5.1 ↓ ２6.9 53.8 ↓ 38.5 14.1 ↓ 80.8 ↓ 1.3
フィオーレ ２２6 91.6 60.２ ↑ 43.8 ↑ 1２.4 30.1 64.6 4２.0 3２.3 ↓ 91.6 0.4

χ ２（5）＝ ２.２0 16.97 ** 6.97 10.05 3.74 11.05 5.91 164.64 *** 8.81 3.97

注）�***�p<.001　**�p<.01　*�p<.05
　　�残差分析の結果 5 ％水準で割合が高かったものに↑を低かったものに↓を記している。
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Table ３ 　センター開設について知った時期（％）

N ２005年より前

２005年～
２006年（建設
工事中）

２007年頃
（開設準備中）

２007年10月以
降（開設後） 覚えていない

全体 1２66 ２8.0 47.9 8.5 5.8 9.7

性別 男性 595 3２.1 ↑ 47.7 6.6 5.0 8.6
女性 594 ２4.9 ↓ 48.1 10.1 6.9 9.9

χ ２（4）＝ 1２.２0　*

年代別 30代以下 35 17.1 34.3 ２5.7 ↑ 8.6 14.3
40代 107 16.8 ↓ 47.7 10.3 5.6 19.6 ↑
50代 ２63 ２7.0 55.1 ↑ 4.6 ↓ 4.9 8.4
60代 453 31.8 ↑ 46.1 7.5 6.２ 8.4 ↓
70代以上 354 ２9.7 46.6 10.２ 5.9 7.6

χ ２（16）＝ 45.5２　***

地域別 葛城 146 35.0 50.7 4.3 ２.9 7.1
喜連川 661 31.9 ↑ 47.3 7.5 4.0 ↓ 9.3
鷲宿 130 ２8.7 49.6 4.7 7.8 9.3
早乙女 74 ２1.9 53.4 6.8 9.6 8.２
桜ヶ丘 78 4.9 ↓ 43.9 14.6 ２6.8 ↑ 9.8
フィオーレ ２２6 18.0 ↓ 53.4 13.5 ↑ 7.3 7.9

χ ２（２0）＝ 76.10　***

注）�***�p<.001　**�p<.01　*�p<.05
　　�残差分析の結果 5 ％水準で割合が高かったものに↑を低かったものに↓を記している。

Table ４ 　開設前の抵抗感（％）

N
強い抵抗を
感じた　　

やや抵抗を
感じた　　

あまり抵抗を
感じなかった

全く抵抗を　
感じなかった

全体 1２5２ 6.7 30.5 40.２ ２２.6

性別 男性 587 5.3 ２7.8 ↓ 41.1 ２5.9 ↑
女性 594 7.4 34.7 ↑ 38.9 19.0 ↓

χ ２（3）＝ 13.17　**

年代別 30代以下 34 5.9 ２3.5 50.0 ２0.6
40代 105 7.6 31.4 ２7.6 ↓ 33.3 ↑
50代 ２6２ 4.２ 33.6 38.5 ２3.7
60代 446 7.0 3２.1 40.8 ２0.２
70代以上 357 7.0 ２7.２ 44.0 ２1.8

χ ２（1２）＝ 18.87

地域別 葛城 14２ 7.7 33.1 34.5 ２4.6
喜連川 596 6.5 3２.4 39.4 ２1.6
鷲宿 130 6.２ 3２.3 41.5 ２0.0
早乙女 71 ２.8 ２3.9 46.5 ２6.8
桜ヶ丘 37 0.0 ２4.3 48.6 ２7.0
フィオーレ 177 6.8 ２6.0 44.1 ２3.２

χ ２（15）＝ 13.1２

注）�***�p<.001　**�p<.01　*�p<.05
　　�残差分析の結果 5 ％水準で割合が高かったものに↑を低かったものに↓を記している。
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開設前抵抗感
　施設に対する開設前後の抵抗感を 4 件法で訪ねた

（Table 4 ）。全体でみると事前の「強い抵抗を感じた」
「やや抵抗があった」を合わせた開設前の抵抗有群はお
よそ 4 割であった。美祢や島根あさひにおいて、開設
前の抵抗有群がおよそ半数であったことと比較すると、
喜連川では開設前の抵抗感が全体として低かったこと
がわかる

５）

。
　属性別に分布に差がみられるかカイ自乗検定を行なっ
た結果、有意差は性別のみみられた。女性では「やや
抵抗を感じた」が高く、男性では「全く抵抗を感じな
かった」が多くなっている。

説明会への参加
　開設前に市およびセンターが実施した「地元住民に
対する説明会」へ参加したかを訪ねたところ、Table
5 に示すようになった。全体でみると「自分が参加」
は 1 割弱にとどまり、「配偶者」「配偶者以外の家族」
も少ない。反対に「家族の中に参加した人はいない」
が 9 割近くを占めていた。
　性別にみると、「自分」は男性に多く、「配偶者」「配
偶者以外の家族」は女性に多かった。年代別にみると、

「自分」は70代が40代 ・ 50代よりも多く、「配偶者」は
70代で多かった。また「家族の中に参加した人はいな
い」は40代 ・ 50代で多かった。地域別にみると、葛城

地区では参加率が高く、フィオーレでは少ない。

行政による事前説明の評価 ・ 理解度
　開設前の市やセンターの対応に関する項目について

「そう思う」を 4 点、「ややそう思う」を 3 点、「あまり
そう思わない」を ２ 点、「そう思わない」を 1 点とする
形で得点化し、属性による差を検討した（Table� 6 ）。
回答者全体では、市による説明、センターによる説明
いずれも平均値は ２ を下回っており、説明が十分行な
われたとの認識は低いことが示された。「どのような場
所か開設前に理解できていた」の平均も２.２9であり、
開設前の理解度も低かったことがうかがえる。属性別
に差をみると、「開設前に理解できていた」とする程度
は男性で高く、地域別にみると桜ヶ丘 ・ フィオーレの
振興地区では低かった。

仕事やボランティアを通した接触
　センターにかかわる仕事や活動をしているかを尋ね
たところ、全体でみると「センターにかかわる仕事や
活動はしたことがない」が96.4％であり、住民が直接
的に仕事にかかわる割合は低いことが示されている。
その他の回答では「民間職員」が1.２％、「食材 ・ 物資
の納入 ・ 生産」が0.8％、「教育やボランティア活動」
が1.3％、仕事場などに受刑者を受け入れるが0.4％と
なっている。属性別で有意差がみられたのは、「教育や

Table ５ 　説明会への参加（％）

N 自分が参加 配偶者が参加
配偶者以外の
家族が参加　

家族の中に参
加した人はい
ない。

全体 1183 8.3 4.6 ２.4 86.4

性別 男性 595 10.7 ↑ ２.3 ↓ 1.6 86.8
女性 594 4.8 ↓ 6.4 ↑ 3.4 87.1

χ ２（1）＝ 13.44 *** 11.38 ** 3.70 0.２4

年代別 30代以下 33 0.0 0.0 3.0 97.0
40代 104 1.0 ↓ 1.9 1.0 96.２ ↑
50代 ２56 3.9 ↓ ２.3 ２.7 91.4 ↑
60代 4２7 8.0 4.0 3.5 86.4
70代以上 319 14.1 ↑ 7.5 ↑ 1.3 79.9 ↓

χ ２（4）＝ 3２.２1 *** 13.45 ** 5.01 ２9.04 ***

地域別 葛城 133 15.0 ↑ 5.3 4.5 77.4 ↓
喜連川 569 8.3 4.9 3.0 85.6
鷲宿 1２0 9.２ 6.7 1.7 84.２
早乙女 69 5.8 4.3 0.0 91.3
桜ヶ丘 37 ２.7 0.0 0.0 97.3
フィオーレ 165 ２.4 ↓ 1.8 0.6 95.8 ↑

χ ２（5）＝ 18.14 ** 6.２6 8.59 ２7.83 ***

注）�***�p<.001　**�p<.01　*�p<.05
　　�残差分析の結果 5 ％水準で割合が高かったものに↑を低かったものに↓を記している。
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ボランティア活動」のみで、男性（0.5％）より女性
（２.1％）に多かった（χ ２（1）=6.71�p<.05）。

施設外での対人接触
　家族や知人がセンターにかかわる仕事や活動をして
いるかを尋ねたところ、全体でみると Table 7 に示す

Table ６ 　行政による事前説明の評価 ・ 理解度
市から事前の説明が

十分行なわれた
センターから事前の説明が

十分行なわれた
センターがどのような場所か

事前に理解できていた
N M SD F 値 N M SD F 値 N M SD F 値

全体 1.8２ 0.84 1.74 0.80 ２.２9 1.04

性別 男性 566 1.77 0.8２ 3.65 56２ 1.69 0.78 3.２２ 561 ２.41 1.08 1２.40 ***
女性 540 1.86 0.85 1.78 0.81 547 ２.19 0.98 男性＞女性

年代別 30代以下 31 ２.16 0.93 1.64 31 ２.19 0.95 3.39 ** 31 ２.4２ 0.9２ 1.41
40代 100 1.81 0.80 99 1.81 0.78 30代以下＞その他 10２ ２.14 0.9２
50代 ２5２ 1.85 0.74 ２54 1.75 0.7２ ２54 ２.２２ 0.97
60代 4２3 1.78 0.84 419 1.68 0.79 4２0 ２.3２ 1.06
70代以上 3２1 1.83 0.9２ 31２ 1.75 0.85 3２1 ２.36 1.09

地域別 葛城 1２9 1.85 0.885 1.3２ 1２6 1.7 0.7551 1.41 130 ２.4 1.0 3.２1 **

喜連川 567 1.87 0.833 561 1.8 0.7989 564 ２.4 1.0 葛城 ・ 喜連川 ・ 早乙
女＞桜ヶ丘 ・フィオーレ

鷲宿 1２1 1.75 0.8２9 1２0 1.6 0.8２06 1２0 ２.２ 1.1
早乙女 69 1.83 0.907 69 1.7 0.8341 69 ２.3 1.0
桜ヶ丘 33 1.64 0.699 33 1.6 0.7084 34 1.9 0.9
フィオーレ 163 1.73 0.854 161 1.7 0.837 166 ２.２ 1.0

注）�***�p<.001　**�p<.01　*�p<.05

Table ７ 　家族や知り合いを通した接触（％）

N
家族が
公務員

知り合い
が公務員

家族が　
民間職員

知り合いが
民間職員

家 族 が 教
育 ・ ボラン
ティア

知り合いが
教育 ・ ボラ
ンティア

あてはまる
ものはない

全体 1410 ２.8 13.8 1.8 15.8 1.1 6.1 66.6

性別 男性 656 0.3 ↓ 14.0 1.8 13.9 ↓ 1.２ 6.1 70.0 ↑
女性 68２ 5.4 ↑ 14.1 1.9 18.3 ↑ 1.２ 6.3 61.0 ↓

χ ２（1）＝ 30.98 *** 0.00 0.01 4.91 * 0.01 0.0２ 11.90 **

年代別 30代以下 76 ２6.3 ↑ 17.1 3.9 6.6 ↓ 1.3 3.9 46.1 ↓
40代 1２9 7.7 ↑ ２7.7 ↑ 1.5 ２0.0 ２.3 ２.3 50.0 ↓
50代 ２93 ２.0 13.9 ２.0 19.0 0.3 6.1 64.7
60代 486 0.２ ↓ 14.0 1.8 16.8 1.0 6.6 67.3
70代以上 341 0.6 ↓ 8.6 ↓ 1.4 13.3 1.7 7.２ 73.5 ↑

χ ２（4）＝ 181.59 *** ２9.70 *** ２.43 10.75 * 4.08 4.85 37.59 ***

地域別 葛城 144 0.7 18.8 1.4 ２9.9 ↑ 1.4 6.9 5２.1 ↓
喜連川 639 ２.3 16.7 ↑ ２.3 16.1 1.1 6.7 63.5 ↓
鷲宿 1２7 1.6 18.9 0.8 11.8 1.6 3.9 67.7
早乙女 76 1.3 7.9 0.0 ２２.4 1.3 3.9 67.1
桜ヶ丘 77 ２.6 5.２ ↓ 0.0 ２.6 ↓ 0.0 3.9 88.3 ↑
フィオーレ ２3２ 0.0 8.２ ↓ ２.6 10.3 ↓ 1.7 6.0 75.0 ↑

χ ２（5）＝ 7.２２ ２２.２5 *** 5.40 40.81 *** 1.67 ２.95 39.96 ***

注）�***�p<.001　**�p<.01　*�p<.05
　　�残差分析の結果 5 ％水準で割合が高かったものに↑を低かったものに↓を記している。
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ようになった。「知り合いが公務員」「知り合いが民間
職員」がそれぞれ 1 割強みられており、「知り合いが教
育やボランティア活動」も 6 ％であった。「あてはまる
人はいない」は 7 割弱であり、全体のおよそ 3 割が施
設で活動する家族 ・ 知人がいることを示している。
　属性別にみると、女性は男性よりも「家族が公務員」

「家族が民間職員」「知り合いが教育やボランティア活
動」が有意に多かった。
　年代別にみると、30代・ 40代では70代と比較して「あ
てはまる人はいない」が少なく、センターに対して対
人的な形での接触が相対的に多いことを示している。
　地域別にみると、桜ヶ丘とフィオーレでは、「あては
まるものはない」が多く、「知り合いが公務員」「知り
合いが民間職員」が少ない。両地域では、センター関
係者とのかかわりは、他地域と比べて低いことが示さ
れた。

直接的 ・ 間接的接触
　開設後に、メディアや見学会など、様々な形での接
触をどの程度行なったか尋ねた結果、Table� 8 に示す
ようになった。「センターの中を見学した」「喜連川矯
正展に行った」との直接的接触はそれぞれ 3 割程度で
ある。「新聞 ・ テレビ ・ 雑誌などでセンターについての
ニュースをみた」が 3 割、「広報を読んだ」は ２ 割程度

である。
　回答について性別にみると、「広報を読んだ」は男性
で多く、「矯正展に行った」「刑務官やその家族と知り
合いなった」は女性で多かった。
　年代別にみると、「広報を読んだ」「センターを見学
した」「矯正展に行った」はいずれも70代で高く、「刑
務官やその家族と知り合いになった」は30代 ・ 40代で
多くなっていた。
　地域別にみると桜ヶ丘では「あてはまるものはない」
が他地域よりも多く、接触が低いことが示された。

開設後抵抗感
　開設後（現在）の抵抗感は、「強い抵抗を感じる」が
1.9％、「やや抵抗がある」が11.0％で、両者を合わせた
開設後の抵抗有群はおよそ 1 割と大きく変化していた

（Table 8 ）
６）

。「強い抵抗を感じる」を 4 点～「全く抵抗
を感じない」を 1 点と得点化し、開設前の抵抗感と平
均 値 の 比 較 を 行 な っ た と こ ろ、 開 設 前（M=２.２0�
SD=0.86）と比べ、開設後（M=1.77　SD=0.74）の方
が、有意に値が低くなっていた（t（1２２4）=２1.66�p<.001）。
　属性別にみると、開設前にみられた性差は消失して
いたが、代わりに有意な地域差がみられ、葛城地域で
の抵抗感が高くなっていた。ただし葛城地域において
も、開設前（M=２.２3�SD=0.91）と比較すると、現在の

Table ８ 　開設後の直接的 ・ 間接的接触経験

N

センターに
関する住民
向け広報を
読んだ

センターの
中を見学し
た

センター内
の 食 堂 や
武 道 場を
利用した

喜連川矯正
展に行った

新聞 ・ テレビ ・
雑誌などでセン
ターについて
ニュースをみた

センター内
の運動会
に参加した

刑務官や
その家族と
知り合いに
なった

あてはまる
ものはない

全体 1604 48.２ 30.２ 5.1 30.5 ２4.5 0.２ 14.9 15.9

性別 男性 668 ２２.0 ２9.２ 4.6 ２6.3 ↓ ２4.3 0.3 ↓ 10.9 ↓ 16.6
女性 696 18.２ 31.0 5.7 34.9 ↑ ２5.3 0.1 ↑ 19.5 ↑ 14.8

χ ２（1）＝ 3.00 0.55 0.85 11.75 ** 0.２0 0.38 19.48 *** 0.85

年代別 30代以下 76 6.6 ↓ 18.4 ↓ 18.4 ↑ 31.6 ２２.4 0.0 40.8 ↑ ２7.6 ↑
40代 130 10.8 ↓ ２9.２ 6.9 33.1 ２0.0 0.0 45.4 ↑ 18.5�
50代 ２95 18.6 ２6.1 5.1 ２9.8 ２3.4 0.0 14.6 15.9�
60代 505 ２２.4 ２5.3 ↓ 3.8 ２4.6 ↓ ２9.1 ↑ 0.4 9.7 ↓ 16.6�
70代以上 384 ２4.5 ↑ 43.0 ↑ 3.9 38.5 ↑ ２1.9 0.3 7.6 ↓ 10.9 ↓

χ ２（4）＝ ２２.２0 *** 4２.61 *** 31.２7 *** ２0.53 *** 8.97 1.88 160.03 *** 15.86 **

地域別 葛城 146 ２5.3 35.6 ２.7 30.1 ２２.6 0.0 1２.3 17.1�
喜連川 658 ２1.9 31.8 5.２ 30.7 ２２.9 0.5 17.8 ↑ 13.5�
鷲宿 13２ 15.9 ２7.3 0.8 ↓ 34.1 ２２.7 0.0 11.4 9.8�
早乙女 77 15.6 ２3.4 ２.6 19.5 ↓ ２２.1 0.0 10.4 15.6�
桜ヶ丘 78 16.7 ２4.4 10.3 ↑ ２8.２ 37.２ ↑ 0.0 5.1 ↓ 3２.1 ↑
フィオーレ ２31 ２0.8 30.3 5.6 33.3 ２6.4 0.0 13.0 16.0�

χ ２（5）＝ 6.30 6.17 1２.76 * 6.２8 8.86 3.03 14.30 * ２２.09 **

注）�***�p<.001　**�p<.01　*�p<.05
　　�残差分析の結果 5 ％水準で割合が高かったものに↑を低かったものに↓を記している。
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抵抗感（M=1.89�SD=0.83）は有意に低くなっている（t
（14２）=6.２3�p<.001）。

考　察

喜連川社会復帰促進センターの可視化の現状
　本研究は、喜連川社会復帰促進センターの近隣住民
を対象にした調査を実施し、美祢（上瀬ら，２010；髙
橋ら，２010）あるいは島根あさひ（上瀬，２013）で示
された結果と同様に、非誘致型の官民協働刑務所にお
いても開設後に刑務所施設に対する可視化が進んだの
か、また住民の施設に対する抵抗感が低減したのか、
現状把握をすることを目的とした。
　調査の結果、喜連川社会復帰促進センターの存在は
回答者の 9 割以上に認知されており、そのうちの大半

（ 9 割）が刑務所であることも認識していたことから、
一定の可視化に至っていることが確認された。しかし、

「年に 1 度、矯正展を実施している」ことを知っていた
ものが 6 割を超えているにもかかわらず、「民間の警備
員が中で働いている」「民間会社の人も、受刑者の教
育 ・ 訓練を行なっている」などを知っていたものは住
民の半数程度にとどまっていた。美祢および島根あさ
ひでは、民間職員が働いていることを知っていた割合
が 8 ～ 5 割であったことと比較すると、喜連川では施
設に対する関心が全体として低く、「官民協働」施設の

意義が十分認知されていないことがうかがえる。施設
の詳細が知られていないことについては、事前の説明
会への参加度が低かったことが影響していると考えら
れる。
　ただし、施設への関わり方をみると、「矯正展に行っ
た」や「センターの中を見学した」（30.２％）などの直
接接触は、美祢および島根あさひと同程度であった。
　大きな違いがあったのは間接的接触である。喜連川
では「センターについてのニュースをみた」「センター
に関する住民向けの広報を読んだ」が ２ ～ 4 割である
が、従前の ２ 調査が 3 ～ 7 割みられたことと比べると
低い。美祢や島根あさひでは地元誘致であったことか
ら、その後も市の広報を含むメディアが注目するが、
国主導で行なわれた場合には積極的な広報活動が行な
われにくいものと考えられる。このことは、従来型の
刑務所においては日々の施設のあり方が地域住民に知
られる機会が少ない現状と対応している。通常の状態
での活動に関する知識が少ないにもかかわらず、何か
問題が生じた時のみ注目されるとなると、その時に形
成される施設イメージは否定的になりやすい。間接的
接触は施設の可視化を支える要素であり、施設の受容
を促す一因と考えられる。矯正施設や（元）受刑者の
社会的包摂を促進させるためには、今後行政において
官民協働刑務所の基本的理念のもと、市の広報誌やメ
ディアを通じた広報活動 ・ 情報発信を「住民に届く形」

Table ９ 　現在（開設後）の抵抗感（％）

N
強い抵抗を
感じる　　

やや抵抗を
感じる　　

あまり抵抗を
感じない　　

全く抵抗を
感じない　

全体 144２ 1.9 11.0 45.7 41.3

性別 男性 587 1.9 9.4 46.1 4２.6
女性 594 1.4 1２.7 46.２ 39.7

χ ２（3）＝ 4.5２

年代別 30代以下 34 1.3 5.3 43.4 50.0
40代 105 0.0 9.２ 41.5 49.２
50代 ２6２ 1.0 9.8 53.4 35.8
60代 446 ２.8 ↑ 1２.２ 45.3 39.8
70代以上 357 1.8 11.8 43.２ 43.２

χ ２（1２）＝ ２1.03

地域別 葛城 14２ 4.0 ↑ 17.２ ↑ 4２.4 36.4
喜連川 596 0.9 ↓ 9.２ 47.２ 4２.7
鷲宿 130 ２.3 15.4 54.6 ↑ ２7.7 ↓
早乙女 71 ２.6 5.２ 45.5 46.8
桜ヶ丘 37 0.0 10.1 41.8 48.1
フィオーレ 177 ２.6 10.3 43.２ 44.0

χ ２（15）＝ 34.２9　**

注）�**�p<.01
　　�残差分析の結果 5 ％水準で割合が高かったものに↑を低かったものに↓を記している。
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で行なうことが必要と考える。
喜連川社会復帰促進センターに対する抵抗感の変化
　一方、本調査においてセンターに対して抵抗を抱く
抵抗有群は、開設前には約 4 割であった。美祢や島根
あさひにおいて、開設前の抵抗有群がおよそ半数であっ
たことと比べ、 1 割程度低くなっている。研究 1 の面
接において当地での事前の抵抗感の低さが推察されて
いたが、研究 ２ においてそれが改めて確認された形と
なっている。既に述べたように喜連川地域に以前開設
されていた開放的処遇の刑務所の影響が大きいものと
推察される。ただし、開設後の抵抗感はおよそ 1 割で
あり、これは島根あさひや美祢とほぼ同様である。開
設前に異なっていた各地域の受容度が、なぜ開設後に
は概ね共通したのかについては、地域特性も含めて詳
細な検討が必要である。
属性別にみた、可視化および抵抗感
　研究 1 において、センターに関する態度については、
年代や居住地域の差がみられることが推察されたため、
研究 ２ では基本属性別の分析を行なった。その結果、
年代別にみると30代以下では以前同地に黒羽刑務所支
所があったことは知られておらず、センターについて
はじめて知った時期が遅かった。一方、60代ではセン
ター開設を知っていた時期が早い、70代以上では開設
前説明会への参加率が高いなど、事前の情報収集のあ
り方が世代によって異なっている様子が示された。開
設後の接触についても、広報や見学といった情報収集
が70代以上で高い一方、40代では刑務官と知り合いに
なった割合が高いなど、センターに対する関わり方も
年代によって異なっていることがわかった。ただし、
開設後の抵抗感は年代による有意差がなく、各世代が
それぞれの形で抵抗感を低減させていたといえる。矯
正施設に対する接触のあり方が世代によって異なった
ことから、その可視化については多様な形で住民に
アプローチし、情報提供を行なうことが重要と考えら
れる。
　地域別に分析すると、新興興地区のフィオーレでは
開設を知った時期が遅めであり、開設前説明会への参
加率も低かった。事前の経緯については旧地区の方が
早く知識を獲得していたことが示されている。また、
施設の中で働く公務員 ・ 民間職員と知り合いになる機
会も、桜ヶ丘やフィオーレといった振興地区では少な
く、桜ヶ丘では開設後の直接的 ・ 間接的接触経験が全
くないものが 3 割を占めるなど、開設後の接触のあり
方も地域によって異なることが確認された。ただし、
開設後の施設に対する抵抗感については、地域による
有意な差はみられず、むしろ葛城地区で抵抗感が有意
に高くなっていた。可視化における地域差が、施設に
対する抵抗感にどのように影響するのかについては、

他の項目との関連分析を含めて、今後詳細に検討する
ことが必要である。
今後の課題
　本研究は、喜連川社会復帰促進センター近隣住民へ
おこなった調査に関する基礎的資料として、可視化の
現状と住民の抵抗感の変化、および基本属性との関連
分析を行なった。開設前の抵抗感と開設後の抵抗感の
関連、説明会参加や開設後の直接的 ・ 間接的接触がど
のような形で抵抗感低減に結びつくのかなどについて
は、十分な報告が出来なかったため、今後引き続き詳
細な関連分析が求められる。
　また、本調査も含め、官民協働刑務所近隣住民の施
設に対する態度の特性を明らかにするためには、従来
型の（官民協働ではない）刑務所の近隣住民へも同様
の調査を実施し、差異を検討することが求められる。
そしてこの先には、従来型刑務所での「可視化」はど
のような形でなされるべきかの議論が展開されていく
ものと考える。
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注
1 ）� 本稿の調査は、以下の研究助成をうけて実施され

た。研究 1：立正大学心理学研究所個人研究助成「可
視化した社会システム」導入に伴う市民意識の変化

（代表者：上瀬由美子）。研究 ２ ：日本学術振興会科
学研究費助成事業　平成２6年度基盤研究（C）「可視
化した社会システム」導入に伴うステレオタイプ ・

偏見低減と社会的包摂過程（代表者：上瀬由美子）。
調査実施にあたり，喜連川社会復帰促進センター長
の竹中樹氏およびセンターの皆様、さくら市の方々
と関係者の皆様にご協力をいただきました。また、
府中刑務所長の手塚文哉氏にご助力を頂きました。
この場をお借りしてお礼申し上げます。

２ ）� ２010年実施の美祢市民調査の回収率は40.1％、２013
年実施の浜田市民調査（島根あさひ）の回収率は
38.1％である。

3 ）� 本報告では、住民向けの結果説明会に焦点をあて
て分析を行なったため、国職員の回答を分析対象外
としている。ただし、住民意識の実態把握を地域全
体として行なうためには、別途、職員からの回答も
含めて分析することが求められる。

4 ）� 地域別の分析の際には、該当者が少なかった「小
入」と「梨木」地区については分析から除いた。

5 ）� 美祢の開設前抵抗有群は51％、島根あさひの開設
前抵抗有群は49％。

6 ）� 美祢調査の調査時点（開設 3 年）抵抗有群は14％、
島根あさひの調査時点（開設 5 年）抵抗有群は1２％。

要　約
　本研究は、日本で近年開始された新たな社会システムとして官民協働刑務所（PFI 刑務所）に注目し、
２ つの調査を実施した。研究 1 では、官民協働刑務所のひとつである喜連川社会復帰促進センターをと
りあげ、施設近隣住民に施設に対する態度を尋ねる面接調査を行なった。研究 ２ では、喜連川社会復帰
促進センターの近隣住民に対し、質問紙調査を実施した。その結果、施設のことが地域住民に知られ、
社会システムの可視化が促進されることによって、官民協働刑務所に関する態度が肯定的に変化するこ
とが示唆された。

キーワード：社会的包摂、可視化、刑務所


